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論 文 内 容 の 要 旨 
本論文は、組織的公正理論における Leventhal(1980)の手続き的公正理論を分析的フレームワーク
として、昇進制度の公正性を国際比較分析したものである。研究対象としては、中国、ドイツ、ソ連、
アメリカの大学教員職における昇進基準、手続き、権限の 3つ側面から構成される昇進制度を取り上
げている。そして、この大学教員職昇進制度の公正性研究は、学術研究に対する動機づけに影響を与
えるだけでなく、学術研究の質の向上を実現する前提になるとみなし得る。 
上記の研究目的を解明するため、本論文の具体的な課題と研究内容、および導かれた結果は次のと
おりである。第 1に、大学教員職の昇進制度の公正性を分析するために、組織的公正理論に関する分
析的フレームワークを導出することである。本論文の組織的公正理論の文献レビューから、Leventhal 
(1980)による手続き的公正の 7 つの構成要素が分析的フレームワークとして有効であることを論究
した。第 2に、組織的公正理論と欲求理論とを統合する理論モデルの構築である。ここでは、欲求理
論を代表する ERG 理論との統合理論モデルとして「公正関心モデル」を提示し、大学教員の昇進をめ
ぐる具体的な行動に適用した。第 3に、中国の大学に対して影響を与えたドイツ、ソ連、アメリカの
3 つの国を 3 つ時期、すなわち、20 世紀前期、1950 年代、現代(1978 年以降)に対応させて、大学教
員職昇進制度の実態を詳述し、上記の分析的フレームワークを適用して、それぞれの昇進制度の手続
き的公正の構成要素の成立状況を解明した。第 4に、上記の 3つの時代に対応する中国の大学教員職
昇進制度の歴史的変遷を示し、それぞれの昇進制度に関する手続き的公正の構成要素の成立状況を解
明した。第 5に、第 3および第 4で解明された結果を総括し、Leventhal の手続き的公正の 7つの構
成要素からなる分析的フレームワークに基づき、3つの時期に対応させて、中国と上述した 3つの国
における大学教員職昇進制度の公正性を比較対照させた。そして、各時期、各国の昇進制度の手続き
的公正性の成立状況に対する本論文の主要な結論を導出した。その結論としては、第 1に、中国の大
学教員職昇進制度は、異なる時期において主として影響を受けた国があり、それは公正性の成立状況
の国際比較からも検証された。第 2 に、各章から明らかにした点を総括して、「大学教員職昇進の競
争制の確立は、昇進制度自体の手続き的公正性を高める」という本論文の最終的な結論が得られた。 
本論文の意義および独創的な点は以下のとおりである。第 1に、第 1章では、Leventhal が提示する
手続き的公正の 7つの構成要素と 6つの判断ルールの関係に関して、公正性の客観的分析に当たって
は、前者が後者の分析の前提となる点を明らかにしたことである。第 2に、第 2章で構築した ERG
理論に基づく公正関心モデルは、欲求理論を公正理論の 3つのアプローチ、すなわち、結果志向、対
人関係志向、道徳原則志向を統合したものである。その新たな理論モデルは、昇進という分配結果を
受ける際の行動パターンが予測でき、実践上の意義を持つ。第 3に、大学教員職昇進制度に対して、
Leventhal による手続き的公正の 7 つの構成要素からなる分析的フレームワークを適用したことは、
昇進制度を研究する新たな分析視点を提供したことになる。第 4に、20 世紀前期から現代に至るま
で、中国の大学教員職昇進制度の歴史的変遷を貴重な資料等で解明して、国際的比較を行ったことで
ある。第 5に、昇進の競争制が手続き的公正性を高めるという点の究明は、大学のみならず、他の組
織における昇進制度に対して、ひとつの方向を示すものである。 
 
 
 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
本論文は、組織的公正理論における Leventhal の手続き的公正理論を分析的フレームワークとして、
中国の大学教員職における昇進制度の公正性を国際比較研究および歴史比較研究したものである。研
究対象は、中国における 3 つの時期、すなわち、民国前半(20 世紀前期)、1950 年代、現代(1978 年
以降)の大学教員職昇進制度、およびこの時期の大学制度に影響を与えたドイツ、ソ連、米国の同昇
進制度である。 
本論文の構成と内容および結論は、以下のとおりである。第 1章では、大学教員職昇進制度の公正
性を分析するために、Leventhal による手続き的公正の 7つの構成要素が分析的フレームワークとし
て有効であることを既存の論文レビューから導出した。第 2章では、欲求理論を代表する ERG 理論と
組織的公正理論を統合して「公正関心モデル」を提示し、大学教員の昇進をめぐる具体的な行動に対
する適用可能性を示した。第 3章では、ドイツ、ソ連、アメリカの 3つの国を上述の 3つ時期に対応
させて、大学教員職昇進制度の実態を解明し、本論文の分析的フレームワークを適用して、手続き的
公正の構成要素の成立状況を分析した。第 4章では、3つの時期に対応する中国の大学教員職昇進制
度の実態を各種資料・文献等から詳述し、同様の分析的フレームワークを適用して、手続き的公正の
構成要素の成立状況を分析した。第 5章は、第 3章および第 4章で分析した結果を総括し、本論文の
分析的フレームワークに基づき、3つの時期毎に、中国と 3つの国における大学教員職昇進制度の公
正性の成立状況を比較対照させた。 
各章ごとに結論を導いているが、論文全体からは、大学教員職昇進の競争制の確立は昇進制度自体
の手続き的公正性を高めるという本論文の最終的な結論が得られた。尚、本論文の主たる研究意義お
よび独創性は、Leventhal による手続き的公正の 7つの構成要素の成立状況に基づき、昇進制度の客
観的な分析が可能となることを明らかにした点にある。 
このように、本論文は、昇進制度の公正性を分析する際、Leventhal による手続き的公正の 7つの構
成要素の成立状況に基づく客観的分析の可能性について、具体的な事例に適用して解明した点は高く
評価できる。分析された事例数には限界があるものの、そのこと自体は論文の評価を損ねるものでは
なく、本論文は博士(経営学)を授与するに値するものと審査委員会は判断した。 
